






























































































































　この点は，論証するまでもなく，憲法 9 条 1 項が「日本国民は､ 正義と秩序
を基調とする国際平和を誠実に希求し」と定めていることから明らかであるし，






































































































































































しては，19５2年11月2５日の政府の統一見解にも見られるように， 9 条 2 項は，
侵略の目的たると自衛の目的たるを問わず戦力の保持を禁止している（逆に言
えば， 9 条 2 項は自衛戦力論が自衛権の問題に行き着くことを遮断する働きをする）と











































































めながらも，2010年 ４ 月 ５ 日に，核兵器を持たない国に対しては，生物・化学
兵器による攻撃やサイバーを受けた場合でも，核兵器による報復攻撃をしない，

































































































「戦力」概念に真正面から向き合って考えると，核兵器は憲法 9 条 2 項が保持
を禁止している戦力そのものに該当することは何人も異論を挟む余地のないと
ころであるのだから，核兵器の保持の禁止は憲法 9 条 2 項から帰結される当然
の要請と考えるのが，一番素直な解釈と言えるのではなかろうか。
　となると，日米安保条約に基づき駐留する米軍が核兵器を持ち込んで保持し
ているとしたら，それは憲法 9 条 2 項にいう「保持」に当たるかが即座に問題
になる。もちろん日本政府がこれを容認しているとしたら，政府自身が自ら採
る非核三原則に違反するだけでなく，憲法 9 条 2 項違反となることは明らかで
あるにしても，在日米軍の核兵器保持そのものが憲法 9 条 2 項にいう「保持」
に当たると判断できるかは実は容易なことではない。本条 2 項が禁止する戦力
はわが国が主体となって指揮権・管理権を行使し得る戦力のことを指すと説く
砂川事件最高裁判決の論旨からすれば，在日米軍の 9 条 2 項違反が問われた場
























































































































































































































































































































I．Kant, Zum eviegen Frieden, 1７9５, 高坂正顯『永遠平和の為に』（岩波文庫，
19５9年）2４─2５頁，2６頁。


































札幌地判昭和４8年 9 月 ７ 日判時７12号2４頁。
名古屋高判平成20年 ４ 月1７日裁判所 HP「下級裁判所判例集」。
小林武「自衛隊イラク派兵違憲名古屋高裁判決の意義」法律時報80巻 8 号 2 頁
〔法律時評〕。
樋口・前掲注（１0）39頁。











































































































長官在任期間は199６年11月 ７ 日から1999年 8 月2４日まであったことを付言してお
く。
大沼保昭「『平和憲法』と集団安全保障──国際公共価値志向の憲法を目指し



























ミナー2002年 9 月号（No. ５７3）５４頁〔岩間発言〕。
岩間・前掲注（54）５５頁。
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